







Implementing the Citizenship Education Curriculum 
Contained within the Most Recent “Course of Study” (2017-2018): 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































因子 因子得点平均値 標準偏差 N
F1 3.44 0.605 77
F2 3.82 0.801 77
F3 3.41 0.822 77
F4 3.38 0.793 77
F5 3.71 0.604 77
F6 3.47 0.790 77
F7 3.34 0.715 77

































独立変数 標準偏化偏回帰係数β p 共線性統計量VIF
F2 0.495 0.000 2.937
F3 0.207 0.008 1.980
F4 0.038 0.610 1.943
F5 0.038 0.633 2.161
F6 0.186 0.021 2.166
F7 0.122 0.099 1.873
F8 -0.016 0.819 1.776
F(7,70)＝40.042p＝0.000R2＝0.800
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図3．「多様な学習の総合効果」へのパス経路
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（2）本実践の概要を示したうえで、質問紙調査の
結果を分析した結果、肯定率順の考察により、
STOCKリーグや市長の出前授業などの特徴的
な学習方法に対する高い肯定率が見られたこと
から、特徴的な学習方法を計画的に取り入れる
ことは効果が高いといえる。また、国や地方の
問題に関する生徒の理解が深まっていることは、
本実践が地域連携を基盤とした展開でありなが
らも主権者教育に関する全国的な動向を視野に
入れて実践してきたことによる成果であると考
えられる。
（3）重回帰分析の結果から、「多様な学習の総合
効果」の因子に対して、学習の意欲や刺激に関す
る内容の因子からの寄与が強いことが明らかに
なった。寄与が弱かった因子の内容は、グルー
プ学習や傾聴力・論理的表現力、対比と類比表現
などからなり、他の学習方法でも比較的可能な
効果を表すものであった。
　次に、今後の課題として、実践的な課題と研究
的な課題をそれぞれ挙げることにする。
（1）実践的な課題として、新学習指導要領が目指
す「社会に開かれた教育課程」の理念を踏まえ、
今後もさらに主権者教育の実践範囲を適切に拡
大することが重要である。そのためのモデルと
して、本実践で行った方法を役立てることが可
能である。本実践で行った方法をモデルとして、
さらに実践範囲を拡大すること、そのために教
育委員会と各学校との協力関係のもとで有効な
方法を開発することが今後の重要な実践的課題
である。
　また、前掲拙論で明示したように、「社会に開
かれた教育課程」の条件は、カリキュラム・マネ
ジメントのPDCAサイクルに位置づけることが
可能である。それを実際のカリキュラム・マネジ
メントとして実践するには、「社会に開かれた教
育課程」の条件をカリキュラム評価の観点とし
て機能させることが実用的である。今後の実践
的課題として、「社会に開かれた教育課程」の条
件をPDCAサイクルに位置づけたカリキュラム・
マネジメントのチェックリストを作成すること
である。
（2）研究的な課題として、本研究で実施した重回
帰分析の結果では、学習の効果に関する要因を
探る場合に、調査票の構成に関する工夫と改善
の余地があることが示唆された。次の機会に主
権者教育に関する調査研究を実施する場合、調
査票の質問項目を作成するに際して、意欲や刺
激に関する内容の質問項目と学習方法に関する
内容の質問項目との組み合わせをはじめ、他の
予想される要因をカテゴリー化して質問項目を
構成することが重要になる。また、主権者教育
の学習効果に対して、内容的な項目と方法的な
項目の寄与をさらに明らかにすることも今後の
研究課題である。
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注
注1　政治的自信に関する項目は、「私はグループの
決定に影響を与えることができる」「私が支持
する候補者を他の人にも支持させられる」「私
の意見に賛成するように他の人を説得できる」
の3項目である。
注2　文部科学省『高等学校学習指導要領解説 公
民編』（2018年7月）では、中央教育審議会答申
（2016.12.21）に即した内容で、主権者および主
権者教育という用語を用いて説明している。
注3　文部科学省『小学校学習指導要領（平成29年告
示）解説総則編』（2017年7月）では、中央教育審
議会答申（2016.12.21）に即した内容で、主権者
および主権者に関する教育という用語を用い
て説明している。また、文部科学省『中学校学
習指導要領（平成29年告示）解説総則編』（2017
年7月）では、中央教育審議会答申（2016.12.21）
に即した内容で、主権者および主権者に関す
る教育という用語を用いて説明し、同『中学
校学習指導要領（平成29年告示）解説社会編』
（2017年7月）では、主権者教育という用語も用
いている。
注4　M教諭は、研究生として大学に派遣され、筆者
は指導教員として研究指導を行った。本研究
で示した実践についてはM教諭が行い、筆者
は実践および質問紙調査に関する研究面から
の助言を行った。質問紙調査に対する多変量
解析による分析については筆者が実施した。
筆者は、H高校が実施した「実社会との接点を
重視した課題解決型学習プログラム」の推進
委員を務めた。
注5　STOCKリーグは、日経が提供している中・高・
大学生向けのコンテスト形式による株式学習
プログラムである。
注6　カリキュラム・マネジメントのタイプには、A.授
業タイプ、B.教科タイプ、C.学年タイプ、D.学
校タイプがある（山﨑保寿、文献1）p.28）。M教
諭が実践したカリキュラム・マネジメントは、
授業と教科に関するカリキュラム・マネジメン
ト（AタイプとBタイプ）を中心としつつ、地域
との連携を図ることにより、教育課程を通し
て学校と地域との密接な関わりを実現したこ
とに特徴がある。
注7　量的分析を行う際に留意したいことは、質問
紙調査の結果から明らかになる重要度の高い
項目と背後要因や影響関係との違いについて
である。例えば、ある学校を対象とした質問紙
調査を行ったとして、質問項目A「校長の学校
経営方針を重視していますか」と質問項目B
「あなたは創意工夫をこらした授業改善を行っ
ていますか」という項目が設定されていると
する。その場合、質問項目Aに関しては校長の
経営方針を重視するのが一般的であることか
ら、肯定率が高い結果が出ると考えられる。そ
のため、「5非常に当てはまる」「4やや当てはま
る」などの5件法で回答した場合には、肯定率（5
＋4）や平均値が高くなり、質問項目Aは、重要
性が高いと認識されることになる。
　　しかし、質問項目Aは質問項目Bと必ずし
も相関が高いとは限らないであろう。校長の
学校経営方針を重視することが、創意工夫をこ
らした授業改善を行うことと必ずしも強く連
動するとは限らないからである。むしろ、質問
項目Aと相関がより高いのは、質問項目C「学
力を伸ばすために学年の目標を共有していま
すか」といった項目や質問項目D「校内研修に
主体的に参加して力量向上を図るようにして
いますか」といった項目、また、質問項目E「ど
の学習者にもわかる授業が大切と考えますか」
といった項目であろう。つまり、創意工夫のあ
る授業改善を行う背後要因には、目標の共有
化や校内研修の有効化、教員の熱意などが考
えられることになる。
　　このことからも分かるように、重要度の高
い項目は、記述統計（度数、％、最大値、最小値、
平均値など）で明らかにすることができるが、
それは、背後の要因と一致するとは限らない。
より影響力の強い要因や連動する要因、隠れ
た要因などに関しては、相関、因子分析、重回
帰分析等々によって解明していくことが必要
になる。
　　以上に述べたことから示唆されるように、
質問紙調査に対する量的分析の結果には、重要
度の大小と影響力の大小とが混在しているの
で、それらを区別するよう考察を記述する際
に十分留意することが必要である。重要度の
大小は記述統計によって、％が高い／低い、肯
定率・平均値が高い／低いなどで分かるのであ
るが、影響力の大小や背後要因は、因子分析な
どの多変量解析を施さないと解明しにくいの
である。
　　このことは、例えていえば、組織運営のトッ
プパーソンとキーパーソンの違いのようなも
のである。トップパーソンは重要度が高く出
るのでわかりやすく、分掌関係で誰であるかは
ほぼ明瞭であり組織の多くの人が認識してい
る。当然、組織の上下関係におけるトップパー
ソンの影響力は強いのであるが、それが組織内
で影響力を持つ人のすべてかというとそうで
もない。実際に影響力を持っている人間をキー
パーソンといい、それはトップパーソンと同
一とは限らない。組織内の人間関係で決め手
となる人、学校カウンセラーや養護教諭など
が、なくてはならない働きをしている場合には、
その人こそキーパーソンといえる。
　　このように考えると、質問紙を作成する場
合において、トップパーソンの重要度を測るた
めの質問項目なのか、キーパーソンの影響力を
探るための質問項目なのかによって、質問の
内容、質問の方法（選択式、（4/5）件法、記述式）、
尺度の構成などが異なることになる。
　　また、他の項目への影響力が大きい項目は、
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相関係数を例にとっても分かるように、分散が
大きく出る場合が多いので、5件法で聞いた場
合には、肯定率や平均値がやや低く見えること
がある。つまり、肯定率や平均値がそれほど高
くなくても、他の項目への影響力が強い項目が
隠れていることがあることになる。このように、
重要度以外に、影響力という面を考えると、他
の項目との相関を調べること、項目間に何らか
の差があった場合にそれが有意であるかどう
かの検定を行うことの意味があることになる。
こうした点に留意し、量的分析を行う際には、
回答結果の度数分布や分散・標準偏差の状況、
項目間の関連に常に気を配ることが重要にな
るといえる。
注8　バリマックス回転を施した場合、抽出された
因子は、因子間の独立性が前提となるのであ
るが、ここでは、因子得点として項目得点の平
均値を用いているので、総合効果F1に対する
他の因子の寄与を調べた。
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